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全国統計との比較からみた川崎市における

地域精神保健活動の成果と課題

市内在住精神分裂病者を対象とした全市的調査から

大島 巌 内藤
清

徳永純三郎

目的　地域精神保健活動を先駆的に推進した神奈川県川崎市の成果を，全国統計と比較可能なマ

クロレベルの指標の特徴から明らかにするとともに，今後の課題を検討する。

方法　市内全精神科医療施設に受療し市内在住精神分裂病者（ICD-9）のうち，入院調査は全数

（565例），通院者調査は3分の1無作為標本（685例）を対象に従事者調査と本人調査を行っ

た。市内在住者の有病受療率を算出するため，外挿法によって市外受療者数を推計した。

成績　川崎市在住分裂病者の受療率は万対32.7で全国値とほぼ等しいが，入院受療率が低く通院

受療率が高い。このため，川崎市の在宅率は70.6％で，全国より16％ほど高い，また，在宅

群の「ひとりで生活」（単身者）は全国の3倍以上だった。一方，年齢別在宅率は全国値で

40歳代以降に急速に減少するが，川崎市ではその傾向が顕著でない。40歳代以降には，現存

家族が「父母型」から「同胞型」へ世代交代するが，川崎市ではこれに呼応して在宅群の単

身者率や有配偶率が増加している。

結論　全国値に比べて特に40歳代以降の在宅率が高く，単身者率が高いことが，川崎市の地域精

神保健活動の成果と考えられる。これらは，家族の世代交代期以降に単身者を地域で支えて

来た川崎市の取り組みによってもたらされたことが示唆された。一方で，単身者の厳しい生

活状況から，ホームヘルプやグループホームなどより密度の濃い日常生活援助を提供できる

地域精神保健福祉システムを構築する必要がある。
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